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食品ロスの削減に関する法制度の概要
■食品ロス削減推進法と食品リサイクル法の位置づけ

循環型社会形成推進基本法
（基本的枠組み法）

①発生抑制（Reduce）
②再使用（Reuse）
③再生利用（Recycle）
④熱回収
⑤適正処分

容器包装リサイクル法
家電リサイクル法
食品リサイクル法
建設リサイクル法
自動車リサイクル法
小型家電リサイクル法

（
取
組
の
優
先
順
位
）

循環型社会形成の推進

食品ロス削減推進法

食品ロスを削減していくための基本的な視点として、
①国民各層がそれぞれの立場において主体的にこの課題に
取り組み、社会全体として対応していくよう、食べ物を
無駄にしない意識の醸成とその定着を図っていくこと
②まだ食べることができる食品については、廃棄すること
なく、できるだけ食品として活用するようにしていくこと
を明記

食品ロス削減推進法
食品の売れ残りや食べ残し、製造・加工・調理の過程
に応じて生じた残さ等の食品廃棄物等について、
①発生抑制と減量化による最終処分量の減少
②飼料や肥料等への利用、熱回収等の再生利用
についての基本方針を定め、食品関連事業者による取組
を促進。

食品リサイクル法

食品ロス＝まだ食べられる食品
⇒無駄にしない、極力食べる！！

食品廃棄物等をまず減らす⇒
食品廃棄物等は再生利用⇒
熱回収もダメなら適正処分
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１．九州における食品廃棄物等の発生量

九州における食品廃棄物等の年間発生量は、213
万トン（全国1,511万トン発生量のうち14％）であり、
業種別内訳は以下のとおり。

〇食品製造業：199万トン（93.4％）
〇食品卸売業： 1万トン（ 0.5％）
〇食品小売業： 8万トン（ 3.8％）
〇外食産業 ： 5万トン（ 2.3％）

３．全国における再生利用等の実施率

全国での食品廃棄物等の年間発生量は1,511万ト
ンであり、業種別内訳は以下のとおり。

〇食品製造業：1,360万トン（90.0％）
〇食品卸売業： 10万トン（ 0.7％）
〇食品小売業： 88万トン（ 5.8％）
〇外食産業 ： 53万トン（ 3.5％）

２．全国における食品廃棄物等の発生量

全国での食品循環資源の再生利用等の実施率は
92％であり、業種別内訳は以下のとおり。
なお、（ ）は食品リサイクル法に基づく再生利用等
実施率の令和6年度までの目標率となっている。

〇食品製造業：97％（95％）
〇食品卸売業：66％（75％）
〇食品小売業：57％（60％）
〇外食産業 ：43％（50％）

■食品リサイクル法に基づく食品廃棄物等多量発生事業者（年間発生量100トン以上）の定期報告取りまとめ結果

令和元年度 食品廃棄物等の発生量と再生利用の実施率

「参考」全国における食品産業全体の食品廃棄物等
の発生量及び再生利用等の実施率

（年間発生量100トン未満含めた推計値）
年間発生量：1,756万トン・再生利用等実率:85％
内訳 〇食品製造業：1,422万トン・96％

〇食品卸売業： 25万トン・64％
〇食品小売業： 119万トン・51％
〇外食産業 ： 190万トン・32％
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■管内小売事業者と連携し啓発資材等を活用した消費者への啓発
消費者に食品ロスにかかる取組の啓発を行うため、九州各地の小売事業者等と連携して、店頭で消費者への
ポップ資材による啓発を行っている。
例えば、陳列された商品を手前から購入する「てまえどり」キャンペーンや農林水産省で作成した啓発資材
や地方自治体の作成したものを活用し、消費者への啓発を行う取組を小売事業者にお願いし、取組を行う事業
者を農林水産省及び九州農政局のHPで公表、消費者の購入行動に働きかけ、食品ロスを削減するという取組を
行っている｡ ▼事業者の取組事例紹介（農林水産省・九州農政局HPへ掲載） ▼消費者啓発の資材

九州農政局における食品ロス削減の取組



■商慣習見直しに向けた食品関連事業者への働きかけ
メーカー等から小売店への納品期限の１/３ルール（賞味
期間の１/３までに小売に納品する）を１/２へ緩和するこ
とや賞味期限の延長、年月日表示から年月表示への大括り
化等について、九州管内の食品関連事業者へ現況の確認や
今後の方針の聞き取り、見直しに向けた働きかけを行って
いる。
また、商慣習見直しを実施している食品関連事業者の取
組状況等をプレスリリースや九州農政局のホームページに
て公表している。

▼九州農政局プレスリリース（令和３年度）
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■一般消費者向けの普及啓発活動

食品ロス削減関連情報等をプレスリリースや九州農政局
メルマガ（アグリ・インフォ九州）で紹介しており、取組
強化月間には、集中的に利用者に目に触れるようにして、
食品ロス削減の各種取組について普及・啓発を図っている。

食品ロス削減月間（10月）とおいしい食べきりキャン
ペーン中（12月）の年２回、熊本地方合同庁舎の消費者の
部屋とフードパル熊本において、食品ロス削減の意識の醸
成と各種食品ロス削減の取組の啓発を目的に、食品ロス削
減にかかる取組紹介のパネル等を展示し、来場者へ取組の
普及・啓発を行っている。
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(2)食品ロス削減にむけたパネル展示

(1)プレスリリース、メルマガ等による情報発信
■外食店舗等への食べきり運動の推進
外食店舗での食品ロスが増える１月～２月期

に合わせて外食店舗向けに「おいしい食べきり」
キャンペーンを展開し、利用者に食べきりを
働きかけている。

■季節商品（節分の恵方巻）等の計画生
産等による食品ロス削減
２月の節分シーズンには、恵方巻きのロス削
減の取組として、小売業者が需要に見合った販
売を行いやすいように、消費者へのPR資材を提
供している。

▼パネル展示の様子（消費者の部屋）▶

▼「おいしい食べきり」キャンペーン

▲恵方巻き



九州農政局における災害用備蓄食料で、賞味期限切れ間近となる食料の更新を年２回行っている。
従来は、これらを廃棄処分しており、食品ロスとなっていたが、食品ロスを削減するため、希望する九州農政局
管内のフードバンク活動団体に提供を行い、有効活用に取り組んでいる。
(主な食料：飲料水・乾パン・レトルト食品等）

図：災害用備蓄食料提供事業の仕組み

災害用
備蓄食料

更新

農政局①賞味期限
を残して更新

購入

■災害用備蓄食料の有効活用

◎近年の実績
令和４年度 ７団体へ提供（6月）12月予定
令和３年度 １７団体へ提供（6月･11月:年2回）
令和２年度 ６団体へ提供（12月:年1回）

計３０団体へ提供（令和4年11月現在）

更新を向かえた備蓄食料のうち、購入希望が無かっ
た食料をフードバンクへ提供して有効活用する取組

有効活用

③提供を受けフードバンクで有効活用⇒食品ロス削減

フードバンク

②売却公募に対し、
購入希望がない場合

売却

提供

購入者

６

▼引き渡しの様子（令和４年度）▼



■フードバンク活動の推進
（1）フードバンク活動の啓発

（2）フードバンク活動推進に向けた情報交換会の開催

フードバンク活動については、まだ認知度が
低いため、ホームページやパネル展示等を通じて、
フードバンク活動の啓発を行っている。
また、フードバンクの活用を推進するため、

ホームページで団体情報の紹介や協力企業との
マッチングページを開設している。

フードバンクの利用促進を行うため、九州農
政局管内の活動団体や協力企業・地方公共団体
等が参加する情報交換会を開催し、取組事例の
紹介や情報提供、食品関連事業者とのマッチン
グ等を年１回行っている。

▼令和３年度開催の様子

農
政
局

フードバンク団体食品関連事業者

７
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■補助金による支援
食品ロス削減総合対策事業として令和５年
度予算概算要求額は174百万円となっており、
主な事業の内容は以下のとおりである。

１．食品ロス削減等課題解決事業
民間事業者等が行う食品ロス削減等に係る
新規課題等の解決に必要な経費を支援。
（例：商慣習の見直し検討、優良事例調査、
フードバンクへの寄附金付きで見切品等食
品を販売する仕組みの構築、アップサイク
ル商品開発等）

①設立初期のフードバンク活動団体の人材育成
や生鮮食品の取扱量の拡大の取組等に対して、
研修会開催、倉庫の賃借料等を支援します。
②広域連携等の先進的な取組に対し、倉庫の賃
借料、活動費等を支援します。
③食品の受入れ・提供の拡大を図る団体に倉庫
の賃借料、輸配送費、賠償責任保険料等を支援。
④栄養バランス確保のため、寄附食品では不足
する食材の調達費を支援。

２．フードバンク活動支援

九州農政局管内 フードバンク活動団体 ７団体
フードバンク活動支援事業の令和４年度予算での採択実績



■食品廃棄物等のリサイクル（再生利用の推進）

９

■食品リサイクル法に基づく定期報告
平成21年度から、食品廃棄物等多量発生事業者
（食品廃棄物等の前年度の発生量が100トン以上
の食品関連事業者）は、毎年度、主務大臣に対し
食品廃棄物等の発生量や食品循環資源の再生利用
等の状況を報告することが義務付けられており、
九州農政局管内の製造・卸・小売等の食品関連事
業者約500社から報告を徴収。→毎年、定期報告
が円滑に行われるよう説明会を開催している。

▼令和4年度の説明会の様子

食品廃棄物等は、まず発生抑制することが第一。
しかし、第二段階として、発生してしまった廃棄物は
再生利用しなければならない。そのため、食品廃棄物
等の再生利用を行うリサイクル業者の育成を図るため、
申請に基づきリサイクル業者の登録を行っており、九
州農政局管内では現在13の事業場が登録されている。

▼現地確認の様子



■各取組の優良事例の収集
（各種調査で把握した商慣習見直し・食品ロス削減・消費者啓発等の取組事業者へ現地調査・聴取調査の実施）

アンケート・聞取調査

現地調査・現地確認
情報分析・
とりまとめ 情報提供

アンケート調査や食品リサイクルの定期報告を基に、食品関連事業者等が行う優良事例等の聞取調査を実施し、
回答があった事業者の情報をとりまとめて、ホームページやパネル展示及び情報交換会等で情報提供を行い、
取組の啓発を行っている。

食品リサイクルの定期報告
１０


